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平成３０年度日立・高萩広域下水道事業会計決算審査意見  

 

 

第１  審査を執行する監査委員名  

   小  池  浩 一郎  

   坪  和   久  男  

 

第２  審査の対象  

   平 成３ ０ 年 度 日 立・ 高萩 広域 下水 道事 業会 計 決 算  

 

第３  審査の期日  

   令 和元 年９ 月３ 日（ 火）  

 

第４  審査の方法  

平 成 ３ ０ 年 度 日 立 ・ 高 萩 広 域 下 水 道 事 業 会 計 決 算 審 査 に

当た って は、 決 算 報告 書、 財務 諸 表 及び 附属 書類 が 関 係法 令に

基づ いて 作成 さ れ 、計 数は 会計 諸 帳 簿と 符合 し正 確 で ある か、

経営 成績 及び 財 政 状態 を適 正に 表 示 して いる か、 ま た 、予 算は

適正 かつ 効率 的 に 執行 され たか な ど に主 眼を おい て 、 関係 職員

から 説明 を求 め て 計数 の分 析を 行 い 、事 業の 経営 成 績 及び 財政

状態 を 審 査し た。  

 

第５  審査の結果  

  決 算 報 告 書 、 財 務 諸 表 及 び 附 属 書 類 は 、 関 係 法 令 に 基 づ い て

作 成 さ れ 、 そ の 計 数 は 正 確 で あ り 、 経 営 成 績 及 び 財 政 状 態 を お

おむ ね適 正に 表示 して いる と認 めた 。  
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１  業務実績について  

  下水 道事 業業 務 実 績 比 較表 は、 次の とお りで ある 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

増 減

（ha） 2,544.50 2,544.50 0.00

（人） 68,483 69,346 863

（人） 72,693 73,595 902

（ｍ） 481,021 480,966 55

処理区域内人口 計画区域内人口

計画区域内人口 65,100

処理区域内人口

行政人口

処理区域面積 計画区域面積

計画区域面積 2,544.50

（戸） 32,338 32,156 182

（戸） 31,261 30,984 277

水洗化戸数

処理区域内戸数

年間総量 （㎥） 7,799,378 7,778,956 20,422

日 平 均 （㎥） 21,368 21,312 56

水道水（㎥） 6,015,678 6,038,223 22,545

井戸水（㎥） 647,767 654,838 7,071

合  計（㎥） 6,663,445 6,693,061 29,616

日平均（㎥） 18,256 18,337 81

有収率（％） 85.4 86.0 0.60

1.32

普
　
及
　
率

　管渠延長

94.21 94.23

備　考

　行政人口

×100（％） 105.20 106.52

　処理区域面積

30 29
比　較

×100（％）

　処理区域内人口

区　　　　　　　分

100.00 0.00

　処理区域内戸数

0.02

　水洗化戸数

　水洗化率

×100（％） 100.00

×100（％） 96.67 96.36 0.31

有
収
水
量

処
理
水
量
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（ １ ） 事 業 計 画 の 拡 張 が な い こ と か ら 、 事 業 計 画 面 積 に 対 す る 整備

率は 前年 度と 同じ １０ ０％ であ った 。  

 

（２ ）行 政人 口に 対し 、下 水道 に接 続可 能な 人口 普及 率は 、  

９ ４ .２ １ ％ と な り 、 前 年 度 と 比 べ ０ .０ ２ ％ 減 少 し た 。 こ れ は 、

行 政 人 口 の 減 少 率 と 比 べ 処 理 区 域 内 人 口 の 減 少 率 が 上 回 っ た た

めで ある 。  

 

（ ３ ） 現 在 処 理 区 域 内 戸 数 の う ち 、 実 際 に 下 水 道 に 接 続 し て 汚 水を

処 理 し て い る 戸 数 の 割 合 を 示 す 水 洗 化 率 は ９ ６ .６ ７ ％ と な り 、

前年 度と 比べ ０ .３１ ％増 加し た 。  

 

（ ４ ） 年 間 処 理 水 量 は 、 前 年 度 と 比 べ 、 ２ 万 ４ ２ ２ 立 方 メ ー ト ル 増

の ７ ７ ９ 万 ９ ,３ ７ ８ 立 方 メ ー ト ル で 、 そ の う ち 有 収 水 量 は 、

前年 度と 比べ ２万 ９ ,６１ ６ 立 方メ ート ル減 の  

６ ６ ６ 万 ３ ,４ ４ ５ 立 方 メ ー ト ル と な っ た 。 有 収 率 は 、 前 年 度

と比 べ ０ ．６ ０％ 減の ８５ .４ ％と なっ てい る。  

なお 、有 収率 は、 全国 の 類 似団 体 （ ８１ 団体 ） の 平均 値  

８０ .２ ％を ５ .２ ％上 回っ てい る。  

 ま た、 令和 ４年 度ま での 事業 計画 上の 有収 率約 ８７ .０％  

((日 平 均 計 画 汚 水 量 27,516㎥ － 地 下 水 量 3,584㎥ )÷ 27,516㎥ )

と比 べ１ ．６ ％下 回っ てい る。  

 ま た、 令和 ４年 度ま での 事業 計画 値で ある 日平 均処 理水 量  

２ 万 ７ ,５ １ ６ ㎥ に 対 し 、 平 成 ３ ０ 年 度 は ２ 万 １ ,３ ６ ８ ㎥ と な

り、 稼働 率は 約７ ７． ６％ とな って いる 。  

 

（参 考） 類似 団体 平均 値 （ 総務 省経 営指 標） の分 類区 分  

  ア  規模 別分 類  

 処 理区 域内 人口 ５万 人以 上 １ ０万 人未 満  

  イ  地理 的条 件別 分類  

 有 収水 量密 度  ２ .５千 ㎥ /ｈ a以 上  ５ .０ 千㎥ /ｈ a未満  

  ウ  事業 進捗 度別 分類  

     供 用開 始後  ２ ５年 以上  
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２  決算報告書について  

（１）収益的収入及び支出（税込み）   

  収 益 的 収 入 は 、 予 算 額 ２ ３ 億 ９ ,０ ３ ９ 万 ５ ,０ ０ ０ 円 に 対 し 、

決 算 額 は ２ ３ 億 ５ ,３ ２ ８ 万 ３ ,７ ８ ６ 円 で 執 行 率 ９ ８ .４ ５ ％

であ る。  

収 益 的 支 出 は 、 予 算 額 ２ ３ 億 ７ ,０ ６ ６ 万 ４ ,０ ０ ０ 円 に 対 し 、

決算 額 ２ ３億 ３ ,３９ ４ 万 ３ ,７７ ６ 円 で、 執行 率は  

９８ .４ ５％ 、３ ,６７ ２ 万 ２２ ４ 円 が不 用額 とな って いる 。  

予算 額と 決算 額の 比較 表は 次 頁 のと おり であ る。  
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１ 1,242,789,000 1,261,090,878 △ 18,301,878 101.47

下 水 道 使 用 料 1,239,887,000 1,258,561,518 △ 18,674,518 101.51

他 会 計 負 担 金 2,102,000 1,829,360 272,640 87.03

そ の 他 の 営 業 収 益 800,000 700,000 100,000 87.50

２ 2,072,500,535 2,052,040,546 20,459,989 99.01

管 渠 費 153,424,627 147,951,580 5,473,047 96.43

水 質 指 導 費 320,000 302,400 17,600 94.50

ポ ン プ 場 費 33,870,000 33,047,522 822,478 97.57

処 理 場 費 296,049,583 288,956,310 7,093,273 97.60

普 及 促 進 費 290,000 47,114 242,886 16.25

排 水 設 備 費 3,044,000 3,006,720 37,280 98.78

業 務 費 74,066,835 72,840,122 1,226,713 98.34

総 係 費 125,031,490 119,486,093 5,545,397 95.56

減 価 償 却 費 1,343,130,000 1,343,129,496 504 100.00

資 産 減 耗 費 43,274,000 43,273,189 811 100.00

３ 1,147,606,000 1,092,192,908 55,413,092 95.17

受 取 利 息 及 び 配 当 金 15,000 4,764 10,236 31.76

他 会 計 負 担 金 532,009,000 519,625,851 12,383,149 97.67

他 会 計 補 助 金 等 44,325,000 0 44,325,000 0.00

長 期 前 受 金 戻 入 570,822,000 570,821,503 497 100.00

雑 収 益 435,000 1,740,790 △ 1,305,790 400.18

４ 283,163,465 281,903,230 1,260,235 99.55

議 会 費 1,101,000 1,036,594 64,406 94.15

監 査 費 197,000 152,960 44,040 77.64

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

239,110,000 237,958,211 1,151,789 99.52

消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 42,596,300 42,596,300 0 100.00

雑 支 出 159,165 159,165 0 100.00

６ 15,000,000 0 15,000,000 0.00

総収益            Ａ 2,390,395,000 2,353,283,786 37,111,214 98.45

総費用            Ｂ 2,370,664,000 2,333,943,776 36,720,224 98.45

総収益－総費用    Ａ－Ｂ 19,731,000 19,340,010 390,990 98.02

(2)

(3)

(4)

(5)

予 備 費

営 業 外 費 用

(1)

(3)

(4)

(5)

(9)

(10)

営 業 外 収 益

(1)

(2)

(5)

(6)

(7)

(8)

(1)

(2)

(3)

(4)

営 業 収 益

(1)

(2)

(3)

営 業 費 用

区　　　　　分 決算額 差　　引
執行率
(%)

予算額

（ 単 位  円 ）  
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（２）資本的収入及び支出（税込み）  

資 本 的 収 入 は 、 予 算 額 ９ 億 ７ ,５ ９ ３ 万 ６ ,０ ０ ０ 円 に 対 し 、

決算 額は ９億 ４ ,５５ １ 万 ４ ,８８ ８ 円 、執 行率 は  

９ ６ .８ ８ ％ で 、 予 算 額 に 比 べ ３ ,０ ４ ２ 万 １ ,１ １ ２ 円 の 減 少

とな った 。  

資 本 的 支 出 は 、 予 算 額 １ ８ 億 ８ ,８ ８ ０ 万 ８ ,０ ０ ０ 円 に 対 し 、

決算 額は １８ 億５ ,５６９ 万２ ,６７ ４ 円 で、 執行 率は  

９ ８ .２ ５ ％ 、 ３ ,３ １ １ 万 ５ ,３ ２ ６ 円 が 不 用 額 と な っ て い る 。  

資本 的収 入額 が資 本的 支出 額に 不足 する 額  

９ 億 １ ,０ １ ７ 万 ７ ,７ ８ ６ 円 は 、 当 年 度 分 消 費 税 及 び 地 方 消 費

税 資 本 的 収 支 調 整 額 １ ,７ ０ ３ 万 ７ ,３ ０ ８ 円 、 当 年 度 分 損 益 勘

定留 保資 金８ 億 １ ,５５８ 万１ ,１８ ２ 円 、減 債積 立金 取崩 額  

１ ,５ ５ １ 万 ５ ,８ ３ ５ 円 、 前 年 度 繰 越 金 ６ ,２ ０ ４ 万 ３ ,４ ６ １

円 で 全 額 補 填 し て い る 。 予 算 額 と 決 算 額 の 比 較 表 は 次 頁 の と お

りで ある 。 （ 参考 ）資 本的 収支 の不 足額 の補 填方 法  

 

当 年 度 損 益 勘 定 （ ３ 条 予 算 ） 留 保 資 金 は 、 上 の 図 の 内 部 留 保 資 金

に 該 当 し 、 減 価 償 却 し た 固 定 資 産 を 、 将 来 、 改 築 す る 時 の 資 金 とし

て 組 合 内 部 に 留 保 す る こ と が で き る 資 金 を 、 ４ 条 予 算 の 資 金 不 足を

補 う た め に 使 用 し て い る 。 ま た 、 企 業 会 計 の 経 理 は 税 抜 き で 行 うも

の で あ り 、 消 費 税 は ３ 条 予 算 及 び ４ 条 予 算 分 を 合 わ せ て ３ 条 予 算で

計 算 し 、 一 括 し て 支 払 う も の で あ る 。 こ の た め 、 ４ 条 予 算 で は 、 消

費 税 及 び 地 方 消 費 税 資 本 的 収 支 （ ４ 条 予 算 ） 調 整 額 と し て 補 填 財源

（収 入） とし て取 り扱 い、 ４条 予算 分の 消費 税と 相殺 して いる 。  

下 水 道  

使 用 料  
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１ 975,936,000 945,514,888 30,421,112 96.88

206,000,000 187,000,000 19,000,000 90.78

(1) 企 業 債 206,000,000 187,000,000 19,000,000 90.78

200,250,000 199,700,000 550,000 99.73

16,736,000 20,440,469 △ 3,704,469 122.13

受 益 者 負 担 金 16,736,000 19,592,412 △ 2,856,412 117.07

工 事 負 担 金 0 848,057 △ 848,057 皆増

出　資　金 552,950,000 538,374,419 14,575,581 97.36

出 資 金 552,950,000 538,374,419 14,575,581 97.36

２ 1,888,808,000 1,855,692,674 33,115,326 98.25

建設改良費 482,832,000 450,315,211 32,516,789 93.27

　賦課徴収費 2,330,000 2,180,111 149,889 93.57

　管路改良費 168,202,000 161,289,360 6,912,640 95.89

　処理場改良費 308,464,000 284,184,000 24,280,000 92.13

　広域汚泥焼却炉建設負担金 592,000 0 592,000 0.00

　固定資産購入費 3,244,000 2,661,740 582,260 82.05

企業債償還金 1,405,976,000 1,405,377,463 598,537 99.96

△ 912,872,000 △ 910,177,786 △ 2,694,214 99.70

消費税資本的収支調整額(当年度分） 19,731,000 17,037,308 2,693,692 86.35

損益勘定留保資金（当年度分） 815,582,000 815,581,182 818 100.00

前年度繰越金 62,043,000 62,043,461 △ 461 100.00

減債積立金 15,516,000 15,515,835 165 100.00

小　計 912,872,000 910,177,786 2,694,214 99.70

資金残高（Ｂ）－（Ａ） 0 73,859,072 △ 73,859,072 皆増

補
填
財
源
使
用
額

補
填
財
源
（

Ｂ
）

資 本 的 収 支 不 足 額 （ Ａ ）

下 水 道 事 業 資 本 的 支 出

負　担　金

(1)

(2)

(1)

下 水 道 事 業 資 本 的 収 入

企　業　債

国県補助金

区　　　　　分 決算額 差　　引
執行率
(%)

予算額

（ 単 位  円 ）  
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３  経営成績について  

（１）下水道事業の損益について  

下 水 道 事 業 の 営 業 損 益 は 、 多 額 の 減 価 償 却 費 を 営 業 費 用 に 計

上 し た た め 、 ８ 億 ５ ,０ ４ ５ 万 ４ ,８ ７ ８ 円 の 営 業 損 失 と な っ た

も の の 、 固 定 資 産 の 財 源 で あ る 長 期 前 受 金 （ 国 県 補 助 金 や 受 益

者 負 担 金 等 ） の 減 価 償 却 見 合 い 分 や 国 の 繰 出 基 準 に 基 づ く 分 流

式 下 水 道 に 要 す る 経 費 等 に よ る 両 市 の 負 担 金 な ど を 営 業 外 収 益

に 計 上 し た こ と で 、 ８ 億 ５ ,２ ７ ５ 万 ７ ,５ ８ ０ 円 の 営 業 外 利 益

が 生 じ 、 経 常 利 益 並 び に 当 年 度 純 利 益 は ２ ３ ０ 万 ２ ,７ ０ ２ 円

とな った 。  

な お 、 当 年 度 の 経 営 成 績 を 表 す 損 益 計 算 書 は 、 次 頁 の と おり

であ る。  

（参 考） 用語 解説  

No 用  語  解  説  

１  営業 利益 、営 業損 失  

下 水 道 事 業 の 目 的 に 関 連 す る 経 費

（ 維 持 管 理 経 費 や 減 価 償 却 費 等 ） に

対 し 、 主 に 下 水 道 使 用 料 か ら 得 ら れ

た利 益又 は損 失  

２  
営業 外利 益、  

営業 外 損 失  

下 水 道 事 業 の 目 的 に 直 接 的 な 関 連 性

の な い 経 費 （ 支 払 利 息 ・ 議 会 費 ・ 監

査 費 等 ） に 対 し 、 国 の 繰 出 基 準 に 基

づ く 両 市 か ら の 負 担 金 や 長 期 前 受 金

から 得ら れた 利益 又は 損失  

３  経常 利益 、経 常損 失  
毎 年 度 、 経 常 的 に 行 う 活 動 に よ る 上

記１ ・２ から 得ら れた 利益 又は 損失  

４  特別 利益 、特 別損 失  

経 常 的 に 行 う 活 動 に よ る も の で は な

く 、 あ る 年 度 だ け 発 生 す る 利 益 又 は

損失  

５  純利 益、 純損 失  
上 記 １ ・ ２ ・ ４ の 全 て の 活 動 か ら 得

られ た利 益又 は損 失  

６  損益 計算 書  
損 （ 経 費 ） と 益 （ 収 益 ） を 計 算 し た

書類  
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１

（１）

（２）

（３）

２

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

（６）

（７）

（８）

（９）

（10）

３

（１）

（２）

（３）

（４）

４  

（１）

（２）

（３）

（４）

平成３０年度  日立・高萩広域下水道事業損益計算書

（平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日）

（単位　円）

営 業 収 益

下 水 道 使 用 料 1,165,334,776

他 会 計 負 担 金 1,829,360

そ の 他 の 営 業 収 益 700,000 1,167,864,136

営 業 費 用

管 渠 費 140,852,570

水 質 指 導 費 280,000

ポ ン プ 場 費 30,602,206

処 理 場 費 271,690,846

普 及 促 進 費 43,632

排 水 設 備 費 2,784,000

業 務 費 67,559,901

総 係 費 118,103,174

減 価 償 却 費 1,343,129,496

資 産 減 耗 費 43,273,189 2,018,319,014

営 業 損 失 850,454,878

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 4,764

他 会 計 負 担 金 519,625,851

長 期 前 受 金 戻 入 570,821,503

雑 収 益 1,761,465 1,092,213,583

237,958,211

営 業 外 費 用

議 会 費 1,036,594

239,456,003

監 査 費 150,296

支払利息及び企業債取扱諸費

852,757,580

経 常 利 益 2,302,702

雑 支 出 310,902

当 年 度 純 利 益 2,302,702

前年度繰越利益剰余金 15,515,835

当年度未処分利益剰余金 17,818,537
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（２）前年度との損益比較（税抜き）  

  ア  下水 道使 用料 は前 年度 と比 べ ４ ０１ 万４ ,１ ２０ 円  

（０ ．３ ４％ ） の 減少 とな った 。  

  イ  し か し 、 減 価 償 却 費 と 支 払 利 息 及 び 企 業 債 取 扱 諸 費 な どの

費 用 の 減 少 に よ り 、 赤 字 補 填 を 意 味 す る 勘 定 科 目 で あ る

他 会 計 補 助 金 等 が 皆 減 と な り 、 損 益 収 支 の 内 容 は 前 年 度

よ り 改 善 し て い る 。 こ れ に 伴 い 構 成 市 か ら の 他 会 計 負 担

金も 減少 した 。  

  ウ  こ の よ う に 、 前 年 度 と 比 べ 、 構 成 市 か ら の 負 担 金 繰 入 額を

減 ら し な が ら 、 総 収 支 比 率 は １ ０ ０ ％ を 上 回 っ て お り 、収

支は 比較 的良 好と いえ る。  

  エ  な お 、 管 渠 費 が 前 年 度 よ り 増 加 し て い る の は 、 下 水 道 管の

老朽 化に 伴う 修繕 費 の 増加 によ るも ので ある 。  
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※税抜 （単位　円）

平成30年度 平成29年度 増　　減 増減率(%)

１ 1,167,864,136 1,170,465,285 △ 2,601,149 △ 0.22

(1) 下 水 道 使 用 料 1,165,334,776 1,169,348,896 △ 4,014,120 △ 0.34

(2) 他 会 計 負 担 金 1,829,360 986,389 842,971 85.46

(3) そ の 他 の 営 業 収 益 700,000 130,000 570,000 438.46

２ 2,018,319,014 2,094,540,605 △ 76,221,591 △ 3.64

(1) 管 渠 費 140,852,570 108,717,810 32,134,760 29.56

(2) 水 質 指 導 費 280,000 260,000 20,000 7.69

(3) ポ ン プ 場 費 30,602,206 28,745,817 1,856,389 6.46

(4) 処 理 場 費 271,690,846 286,690,974 △ 15,000,128 △ 5.23

(5) 普 及 促 進 費 43,632 36,017 7,615 21.14

(6) 排 水 設 備 費 2,784,000 1,268,100 1,515,900 119.54

(7) 業 務 費 67,559,901 67,324,104 235,797 0.35

(8) 総 係 費 118,103,174 116,876,985 1,226,189 1.05

小 計 631,916,329 609,919,807 21,996,522 3.61

(9) 減 価 償 却 費 1,343,129,496 1,443,110,581 △ 99,981,085 △ 6.93

(10) 資 産 減 耗 費 43,273,189 41,510,217 1,762,972 4.25

△ 850,454,878 △ 924,075,320 73,620,442 △ 7.97

３ 1,092,213,583 1,213,118,434 △ 120,904,851 △ 9.97

(1) 受 取 利 息 及 び 配 当 金 4,764 4,619 145 3.14

(2) 他 会 計 負 担 金 519,625,851 577,266,695 △ 57,640,844 △ 9.99

(3) 他 会 計 補 助 金 等 0 12,051,993 △ 12,051,993 皆減

(4) 長 期 前 受 金 戻 入 570,821,503 620,297,504 △ 49,476,001 △ 7.98

(5) 雑 収 益 1,761,465 3,497,623 △ 1,736,158 △ 49.64

４ 239,456,003 273,527,279 △ 34,071,276 △ 12.46

(1) 議 会 費 1,036,594 1,036,882 △ 288 △ 0.03

(2) 監 査 費 150,296 164,963 △ 14,667 △ 8.89

(3) 支 払 利 息 及 び 企 業 債 取 扱 諸 費 237,958,211 271,893,317 △ 33,935,106 △ 12.48

(4) 雑 支 出 310,902 432,117 △ 121,215 △ 28.05

2,302,702 15,515,835 △ 13,213,133 △ 85.16

総収益 2,260,077,719 2,383,583,719 △ 123,506,000 △ 5.18

総費用 2,257,775,017 2,368,067,884 △ 110,292,867 △ 4.66

総収益－総費用 2,302,702 15,515,835 △ 13,213,133 △ 85.16

営業収支 △ 850,454,878 △ 924,075,320 73,620,442 △ 7.97

営業外収支 852,757,580 939,591,155 △ 86,833,575 △ 9.24

総収支比率＝総収益÷総費用 100.10% 100.66% △ 0.01 △ 0.55

　日立・高萩広域下水道事業損益計算書（決算比較）

経 常 損 益

営 業 収 益

営 業 費 用

営 業 損 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

区　　　　　分
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（３）費用の使途別内訳（税抜き）  

   費 用の 使途 別 内 訳 及 び構 成比 率 は 、次 のと おり であ る。  

 

 

また 、企 業債 残高 の推 移は 、次 のと おり であ る。  

 

金額（千円） 構成比(％) 金額（千円） 構成比(％) 金額（千円） 構成比(％)

職 員 給 与 費 193,392 16.6 193,852 16.6 △ 460 0.0

委 託 料 218,879 18.8 220,111 18.8 △ 1,232 △ 0.0

修 繕 費 98,656 8.4 76,255 6.5 22,401 1.8

動 力 費 45,407 3.9 44,554 3.8 853 0.1

薬 品 費 12,781 1.1 12,605 1.1 176 0.0

そ の 他 62,605 5.4 63,265 5.4 △ 660 △ 0.0

計 631,720 54.2 610,642 52.2 21,078 2.0

企 業 債 利 息 等 157,332 13.5 189,325 16.2 △ 31,993 △ 2.7

減 価 償 却 費 ※ 376,582 32.3 369,625 31.6 6,957 0.7

計 533,914 45.8 558,950 47.8 △ 25,036 △ 2.0

1,165,634 100.0 1,169,592 100.0 △ 3,958 0.0

※　処理原価の算出における減価償却費は、長期前受金戻入を控除した額。

　　　　　　　　　　　　　年　度
　項　目

平成２９年度（決算）平成３０年度（決算） 比較増減

目
 
的
 
別
 
原
 
価

維
 
持
 
管
 
理
 
費

資
本
費

合計（処理原価）

16,321,617,113

15,137,630,121

13,737,625,914

12,256,794,771

10,994,929,464 

9,776,552,001

0

2,000,000,000

4,000,000,000

6,000,000,000

8,000,000,000

10,000,000,000

12,000,000,000

14,000,000,000

16,000,000,000

18,000,000,000

H２５年度 H２６年度 H２７年度 H２８年度 H２９年度 H３０年度

企業債残高の推移 企業債残高の推移（単位 円）



- 13 - 

 

４  財政状態について  

（１）資産の部  

当 年 度 増 加 し た 有 形 固 定 資 産 は 、 建 物 ３ ３ ０ 万 ３ ,０ ０ ０ 円 、

構 築 物 ７ ,５ ７ １ 万 ３ ,１ ０ ８ 円 、 機 械 及 び 装 置 ４ 億 ３ ,２ ３ ２

万円 、車 両運 搬具 １５ ３ 万 ５ ,６４ ８ 円 、工 具器 具及 び備 品  

９３ 万４ ,０ ００ 円、 建設 仮勘 定 ８ ,２８３ 万３ ,３３ ４ 円 の  

合計 ５億 ９ ,６６ ３ 万 ９ ,０９ ０ 円 であ る。  

一方 、減 少し た有 形固 定資 産は 、機 械及 び装 置  

４ ,３ １ ８ 万 ７ ,８ ７ ５ 円 、 車 両 及 び 運 搬 具 ５ 万 １ ,４ ６ ４ 円 、

工具 器具 及び 備品 ３万 ３ ,８５ ０円 、建 設仮 勘定  

１ 億 ７ ,９ ３ １ 万 ７ ,８ ８ ６ 円 の 合 計 ２ 億 ２ ,２ ５ ９ 万 １ ,０ ７ ５

円 で あ る 。 資 産 の 増 加 を 上 回 る 減 価 償 却 等 に よ り 、 年 度 当 初 の

償却 未済 高３ ７１ 億５ ,９ ６８ 万７ ,０２ ３円 と比 べて 、  

９ 億 ４ ,４ ４ ９ 万 ４ ,９ ８ ４ 円 の 減 少 と な り 、 年 度 末 の 償 却 未 済

高は 、３ ６２ 億１ ,５１９ 万２ ,０３ ９ 円 とな った 。  

  無 形 固 定 資 産 の 施 設 （ 広 域 汚 泥 焼 却 炉 ） 利 用 権 は 、 減 価 償 却

によ り年 度当 初 の 残高 ４億 ４ ,８５ ４万 ９ ,８１ ３円 と比 べて 、  

２ ,４５ ８ 万 ６ ,４ ９７ 円の 減少 とな り、 年度 末の 残高 は、  

４億 ２ ,３９ ６ 万 ３ ,３１ ６ 円 とな った 。  

（２）負債・資本の部  

  負 債 合 計 は ２ ４ ３ 億 ４ ,８ ７ ５ 万 ４ ,４ ６ ４ 円 で 、 負 債 ・ 資本

合 計 の ６ ５ .２ ％ を 占 め る 。 負 債 の ５ ７ .２ ％ を 占 め る 繰 延 収 益

は １ ３ ９ 億 １ ,６ ２ ５ 万 ３ ,７ ３ ９ 円 で 、 固 定 資 産 の 取 得 又 は 改

良の ため の 国 県補 助金 等を 長期 前受 金 と して 計上 して いる 。  

建設 改良 費等 の財 源に 充て るた めの 企業 債は 、  

９ ７ 億 ７ ,６ ５ ５ 万 ２ ,０ ０ １ 円 で 、 負 債 ・ 資 本 合 計 （ ＝ 資 産 合

計） の２ ６ .２％ を占 める 。  

  資 本 金 は 、 建 設 改 良 に 伴 う 両 市 の 出 資 金 に よ り 増 加 し 、 当 年

度期 首残 高 １ １７ 億９ ,２ ３９ 万７ ,１６ ４円 から 、  

６ 億 ８ １ ５ 万 ２ ,４ ６ ３ 円 増 加 し て １ ２ ４ 億 ５ ４ 万 ９ ,６ ２ ７

円 と な り 、 財 政 状 態 の 長 期 的 な 安 全 性 を 見 る 指 標 で あ る 自 己

資 本 構 成 比 率 は 、 期 首 ６ ９ .２ ％ か ら ２ .８ ％ 増 加 し ７ ２ .０ ％

と な っ た 。 な お 、 下 水 道 事 業 の 財 政 状 態 を 表 す 貸 借 対 照 表 は 、

次頁 のと おり であ る。  
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１
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２

（１）

（２）

平成３０年度　日立・高萩広域下水道事業貸借対照表

（平成３１年３月３１日）

（単位    円）

資      産      の      部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地 927,348,732

建 物 938,510,821

減 価 償 却 累 計額 △ 128,236,871 810,273,950

構 築 物 34,800,100,301

減 価 償 却 累 計額 △ 3,175,586,033 31,624,514,268

機 械 及 び 装 置 3,442,005,728

減 価 償 却 累 計額 △ 831,108,313 2,610,897,415

車 両 運 搬 具 6,038,392

減 価 償 却 累 計額 △ 1,361,428 4,676,964

工 具 器 具 及 び 備品 4,180,667

減 価 償 却 累 計額 △ 1,392,478 2,788,189

建 設 仮 勘 定 234,692,521

有 形 固 定 資 産 合 計 36,215,192,039

無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権 423,963,316

無 形 固 定 資 産 合 計 423,963,316

固 定 資 産 合 計 36,639,155,355

流 動 資 産

現 金 預 金 598,964,669

未 収 金 82,526,204

貸 倒 引 当 金 △ 2,500,000 80,026,204

流 動 資 産 合 計 678,990,873

資 産 合 計 37,318,146,228
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３

（１）

ア

４

（１）

ア

（２）

（３）

（４）

（５）

５

（１）

（２）

６ 0

（１）

（２）

（３）

７

（１）

ア

イ

（２）

ア

（単位    円）

負     債      の      部

固 定 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に 8,611,809,962 8,611,809,962
充てるための企業債

企 業 債 合 計 8,611,809,962 8,611,809,962

固 定 負 債 合 計 8,611,809,962

流 動 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に 1,164,742,039 1,164,742,039
充てるための企業債

企 業 債 合 計 1,164,742,039 1,164,742,039

未 払 金 583,691,740

未 払 費 用 170,266

前 受 金 71,556,370

そ の 他 流 動 負 債 530,348

流 動 負 債 合 計 1,820,690,763

繰 延 収 益

長 期 前 受 金 15,464,815,733

建設仮勘定長期前受金 86,340,991 179,792,190

収 益 化 累 計 額 ############## △ 1,728,354,184

繰 延 収 益 合 計 13,916,253,739

負 債 合 計 24,348,754,464

資      本      の      部

資 本 金

固 有 資 本 金 10,470,598,992 10,470,598,992

繰 入 資 本 金   1,909,405,052

組 入 資 本 金   20,545,583

資 本 金 合 計 12,400,549,627

剰 余 金

資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額 43,039,600

国 県 補 助 金 507,984,000

資 本 剰 余 金 合 計 551,023,600

利 益 剰 余 金

当年度未処分利益剰余金 20,545,583 17,818,537

負 債 資 本 合 計 37,318,146,228

利 益 剰 余 金 合 計 17,818,537

剰 余 金 合 計 568,842,137

資 本 合 計 12,969,391,764
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（３）キャッシュフロー計算書  

キ ャ ッ シ ュ （ 現 金 ） フ ロ ー （ 流 れ ） 計 算 書 は 、 「 実 際 の お金

の流 れで 事業 の実 態を 表す 財務 諸表 」で ある 。  

 

ア  業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー は 、 下 水 道 使 用 料 等 に

よ る 収 入 と 支 出 の 差 額 を 表 し 、 マ イ ナ ス の 場 合 は 経 営 が 危 険

な状 態に ある こと を示 す。 組合 の場 合は  

８ 億 ６ ,９ ２ ９ 万 ３ ,５ ８ ９ 円 の プ ラ ス で 、 順 調 な 事 業 運 営 が

行わ れて いる こと を示 して いる 。  

イ  投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー は 、 下 水 道 施 設 の 取 得 ・

改 良 又 は 売 却 等 に 伴 う 現 金 の 流 れ を 表 し 、 資 産 の 売 却 に よ る

臨 時 的 収 入 が な い 限 り マ イ ナ ス と な る こ と が 多 い が 、 組 合 の

場 合 は ４ 億 ２ ,５ ７ ０ 万 ７ ,９ ２ ７ 円 の マ イ ナ ス と な っ て い る 。  

ウ  財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー は 、 現 金 の 不 足 分 を ど う

補 っ た か を 表 し 、 プ ラ ス の 場 合 は 借 入 金 に よ る 資 金 調 達 に よ

り債 務残 高が 増加 する こと を示 す。 組合 の場 合は 、  

６ 億 ８ ,０ ０ ０ 万 ３ ,０ ４ ４ 円 の マ イ ナ ス と な っ て お り 、 ア の

業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー の プ ラ ス を 生 か し な が ら

借入 金残 高を 逓減 して いる こと を表 して いる 。  

エ  資 金 増 加 （ 減 少 ） 額 は 、 年 度 末 ま で に 支 払 い が さ れ な か っ

た 未 払 金 の 準 備 額 も 含 ま れ て い る た め 、 純 利 益 の 増 減 を 表 す

も の で は な い が 、 未 払 金 に 対 し て 充 分 な 現 金 を 確 保 し て い る

かが 重要 であ る。 組合 の場 合は 、未 払金  

５億 ８ ,３６ ９ 万 １ ,７４ ０ 円 に対 し、 資金 期末 残高  

５億 ９ ,８９ ６ 万 ４ ,６６ ９ 円 を確 保し てい る。  

オ  業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー で 十 分 な 資 金 を 得 て 、 こ

の 資 金 を も と に 将 来 の 下 水 道 使 用 料 収 入 の 安 定 を 期 待 で き る

下 水 道 施 設 の 整 備 ・ 改 良 に 投 資 す る と 共 に 、 企 業 債 の 返 済 を

積 極 的 に で き る よ う な 状 態 が 望 ま し く 、 組 合 は 概 ね こ の よ う

な状 態に ある とい える 。  
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2,302,702

1,343,129,496

△ 4,764

237,958,211

43,273,189

3,667,133

△ 23,757,441

△ 56,713

71,556,370

△ 570,821,503

356

1,107,247,036

4,764

△ 237,958,211

869,293,589

△ 416,971,204

△ 212,570,493

199,700,000

848,057

19,592,412

△ 16,306,699

△ 425,707,927

 

187,000,000

△ 1,405,377,463

538,374,419

△ 680,003,044

△ 236,417,382

835,382,051

598,964,669

　 財務活動によるキャッシュ・フロー

４ 資金増加（減少）額

５ 資金期首残高

６ 資金期末残高

　　 建設改良企業債による収入

　　 建設改良企業債償還による支出

　　 他会計出資金による収入

　　 長期前受金振替時特定収入仮払消費税圧縮額

　 投資活動によるキャッシュ・フロー

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

　　 受益者負担金による収入

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

　　 有形固定資産の取得による支出

　　 その他未払金増減額

　　 国庫補助金による収入

　　 工事負担金による収入

　 業務活動によるキャッシュ・フロー

　   その他流動負債増減額

　　 　　小計

　 　利息及び配当金の受取額

　 　利息の支払額

　 　未収金増減額

　　 未払金増減額

　　 未払費用増減額

　　 前受金受入額

     長期前受金戻入額

　 　固定資産除却費

平成３０年度日立・高萩広域下水道事業キャッシュ・フロー計算書　

（平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日）

（単位   円）

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

　 　当年度純利益

　　 減価償却費

　 　受取利息及び受取配当金

 　　支払利息
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５  経営指標について  

下水 道事 業の 主な 経営 指標 は次 のと おり であ る。  

経 営 指 標  Ｈ 30 
類 似 団

体 平 均  
算 出 式  説 明  

経 常 収 支 比 率

(％ ) 
100. 1 92.7 

 

使 用 料 収 入 や 両 市 か ら

の 負 担 金 等 の 収 益 で 、

維 持 管 理 費 や 支 払 利 息

等 の 費 用 を ど の 程 度 賄

え て い る か を 示 す 。

100％ 未 満 で あ る と 経 常

収 支 が 赤 字 で あ る こ と

を 示 し て い る 。  

汚 水 処 理 原 価

(円 /㎥ ) 
174.9 164.9 

 

有 収 水 量 １ ㎥ 当 り の 汚

水 処 理 に 要 し た 費 用

で 、 汚 水 処 理 に 係 る コ

ス ト を 表 す 。  

経 費 回 収 率

(％ ) 
100.0 93.4 

 

使 用 料 で 回 収 す べ き 経

費 を ど の 程 度 使 用 料 で

賄 え て い る か を 示 す 。  

利 子 負 担 率

(％ ) 
0.9 1.9 

 

有 利 子 の 負 債 に 対 す る

支 払 利 息 の 割 合 で あ

り 、 外 部 利 子 の 平 均 利

率 を 表 す 。 利 子 負 担 率

が 高 く な る と そ の 後 の

経 営 を 圧 迫 す る 要 因 の

一 つ と な る 。  

自 己 資 本 構 成

比 率 (％ ) 

 

72.0 54.9 
 

総 資 本 に 占 め る 資 本 の

割 合 で あ り 、 財 政 状 態

の 長 期 的 な 安 全 性 を 見

る 指 標 で あ る 。 自 己 資

本 比 率 は 一 般 的 に  

５ ０ ％ 前 後 を 超 え て い

る と か な り 優 良 で あ る

と い わ れ る 。  

× 100
経常費用

経常収益

汚水処理費

年間有収水量

× 100
汚水処理費

下水道使用料

支払利息
平均負債

100×

× 100
総資本

自己資本
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（ １ ） 経 常 収 支 比 率 及 び 経 費 回 収 率 は １ ０ ０ ％ を 上 回 っ て お り 、汚

水 処 理 に 係 る 費 用 が 下 水 道 使 用 料 収 入 に よ っ て 賄 わ れ て い る こ

とを 意味 して いる 。  

 

（ ２ ） 汚 水 処 理 原 価 が 高 い と 経 費 回 収 率 が 低 く な り 、 経 営 の 効 率化

を低 下さ せる 要因 にな る 。  

ま た 、 処 理 区 域 内 人 口 密 度 が 低 い と 、 管 路 の 延 長 （ 整 備 費）

に対 する 使用 料が 少な くな るた め、 汚水 処理 原価 は高 くな る。  

処 理 区 域 内 人 口 密 度 は 、 類 似 団 体 平 均 値 ３ ７ 人 /haに 比 べ 、

組合 は 約 ２６ 人 /haと低い こと が、 類似 団体 平均 値と 比べ て  

汚水 処理 原価 が 高 い要 因と なっ てい る。  

し か し 、 組 合 の 場 合 は 、 国 の 繰 出 基 準 で あ る 分 流 式 下 水 道に

要 す る 経 費 に 伴 う 地 方 交 付 税 を 財 源 の 一 部 と す る 両 市 の 負 担 金

に よ っ て 、 経 費 回 収 の 一 部 が 賄 わ れ て い る た め 、 経 営 の 効 率 化

を 低 下 さ せ る 要 因 と は な っ て お ら ず 、 経 費 回 収 率 は １ ０ ０ ％ を

上回 って いる 。  

な お 、 汚 水 処 理 原 価 と 使 用 料 単 価 は 、 ほ ぼ 同 水 準 と な っ てお

り、 適切 な使 用料 水準 にな って いる 。  

      （単 位  円）  

区  分  ３０ 年度  ２９ 年度  比較 増減  

使用 料単 価（ A）  １７ ４ .９０  １７ ４ .７１  ０． １９  

処理 原価  （ B）  １７ ４ .９４  １７ ４ .７５  ０． １９  

比較 （ A） -（ B）  △０ .０ ４  △０ .０ ４  －   

 

（ ３ ） 高 い 利 子 の 債 務 を 有 し て い る 場 合 、 利 子 負 担 率 が 高 く な り、

経 営 を 圧 迫 す る 要 因 の 一 つ と な る が 、 組 合 の 利 子 負 担 率 は 類 似

団 体 平 均 値 と 比 べ て 低 く 、 今 後 の 経 営 を 圧 迫 す る 要 因 に は な ら

ない 。  

 

（ ４ ） 自 己 資 本 構 成 比 率 は 、 総 資 本 に 占 め る 自 己 資 本 の 割 合 で あ り、

財 政 状 態 の 長 期 的 な 安 全 性 を み る 指 標 で あ る 。 組 合 の 自 己 資 本

構 成 比 率 は 類 似 団 体 平 均 値 と 比 べ て 高 く 、 財 政 状 態 は 相 対 的 に

安定 して いる とい える 。  
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６  むすび（審査意見）  

平成 ３０ 年度 の 経 営状 況を みる と、 純利 益は  

２３ ０ 万 ２ ,７０ ２ 円 とな った 。  

建設 改良 工事 では 、 地 震対 策と して 日立 地区 及び 高萩 地区 で  

下 水 道 管 の 耐 震 化 工 事 を 行 う と 共 に 、 処 理 場 の 中 央 監 視 設 備 な ど

の改 築を 行っ た。  

歳 入 の 要 で あ る 使 用 料 は 、 前 年 度 に 比 べ ０ .３ ４ ％ 減 少 し た 。

ま た 、 企 業 債 等 の 償 還 財 源 と し て 充 当 し た 構 成 市 の 出 資 金 は 、 企

業 会 計 の 目 的 で あ る 資 本 金 の 増 加 に つ な が り 、 財 政 状 況 を 示 す 自

己 資 本構 成 比 率は 平 成 ３ ０ 年 度当 初 の ６ ９ .２％ か ら ２ .８ ％増 加

して ７２ .０ ％に 向上 した 。  

 

以上 のこ とを 踏ま え、 次の 点に 留意 して くだ さい 。  

１  人 口 減 少 に よ る 使 用 料 収 入 の 減 少 が み ら れ る こ と か ら 、 下 水

道へ の接 続や 徴収 率の 向上 に努 めて くだ さい 。  

 

２  現 在 、 約 ９ ８ 億 円 の 借 入 金 が 残 っ て い る 。 前 年 度 に 比 べ 、 約

１ ２ 億 円 の 減 と な っ て い る が 、 引 き 続 き 、 借 入 金 残 高 の 逓 減 に

努め てく ださ い。  

 

３  地 震 津 波 対 策 と し て 取 り 組 ん で い る 電 気 棟 の 基 本 設 計 が 完 了

した こと から 、 引 き続 き 建 設に 向け て努 力さ れた い 。  

 


